
第一六六回 

閣第六二号 

   特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポール共和国との相互承認の実

施に関する法律の一部を改正する法律案 

 特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポール共和国との相互承認の実施に

関する法律（平成十三年法律第百十一号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律 

 第一条中「相互承認に関する日本国と欧州共同体との間の協定（以下「日欧協定」とい

う。）及び新たな時代における経済上の連携に関する日本国とシンガポール共和国との間

の協定（以下「日シ協定」という。）」を「相互承認協定」に改め、「我が国と欧州共同

体及びシンガポール共和国との間の」を削り、「の輸出入」を「に係る製造、輸出入、販

売その他の事業活動」に改める。 

 第二条を次のように改める。 

 （定義） 

第二条 この法律において「相互承認協定」とは、我が国が締結する条約その他の国際約

束のうち、我が国と我が国以外の締約国が、適合性評価手続（特定の機器が各締約国の

関係法令等（特定の機器に関する法令及びその運用に関し各締約国の当局が発する告示

その他の定めをいう。次条第一項において同じ。）に定める技術上の要件に適合してい

るかどうかを決定するための手続をいう。以下この条において同じ。）の結果（当該結

果の表示及び証明書を含む。第三項及び第四項において同じ。）を相互に受け入れるこ

とを内容とするものであって、その適確な実施を確保するためこの法律に基づく措置を

講ずることが必要なものとして政令で定めるものをいう。 

２ この法律において「特定機器」とは、特定輸出機器及び特定輸入機器をいう。 

３ この法律において「特定輸出機器」とは、相互承認協定の締約国である外国（以下

「外国」という。）が当該相互承認協定の規定により適合性評価手続の結果を受け入れ

ることとなる通信端末機器、無線機器及び電気製品をいう。 

４ この法律において「特定輸入機器」とは、我が国が相互承認協定の規定により適合性

評価手続の結果を受け入れることとなる通信端末機器、無線機器及び電気製品をいう。 

５ この法律において「適合性評価機関」とは、相互承認協定に規定する機関であって、

適合性評価手続を実施するものをいう。 

６ この法律において「登録」とは、相互承認協定の規定により行われる適合性評価機関

の登録をいう。 

７ この法律において「国外適合性評価事業」とは、特定輸出機器に関する適合性評価手

続を実施する事業をいう。 

 第三条第一項中「前条第八項各号に係る」を「相互承認協定ごとに、かつ、相互承認協



定に規定する外国の関係法令等の別に応じて政令で定める」に改め、同条第四項中「日欧

協定第九条１及び２又は日シ協定第五十三条１及び２」を「相互承認協定」に改める。 

 第五条第一項中「次の各号に掲げる国外適合性評価事業の区分に応じ、当該各号に定め

る指定基準」を「相互承認協定に規定する指定基準であって、国外適合性評価事業の区分

に応じて政令で定めるもの」に改め、各号を削る。 

 第十条中「日欧協定又は日シ協定」を「相互承認協定」に改める。 

 第十一条中「日欧協定第八条７又は日シ協定第五十二条６の規定により日欧合同委員会

又は日シ合同委員会から」を「相互承認協定の規定により」に、「事項について通報があ

った」を「処分が行われた」に改める。 

 第十三条第一項第二号中「第五条第一項各号に定める」を「第五条第一項に規定する主

務省令で定める」に改め、同項第六号中「日欧協定又は日シ協定」を「相互承認協定」に

改め、同条第二項中「日欧協定第九条４又は日シ協定第五十三条４」を「相互承認協定」

に改める。 

 第二十九条中「欧州共同体又はシンガポール共和国」を「外国」に改め、「欧州共同体

の指定当局（日欧協定第一条１(d)に規定する指定当局をいう。）又はシンガポール共和

国の指定当局（日シ協定第四十五条１(d)に規定する指定当局をいう。）が行う」を削り、

「日欧協定第一条１(c)又は日シ協定第四十五条１(c)に規定する」を「相互承認協定の規

定により外国の当局が行う」に改める。 

 第三十条第一項中「日欧協定第八条７又は日シ協定第五十二条６の規定により日欧合同

委員会又は日シ合同委員会から」を「相互承認協定の規定により」に、「事項について通

報があった」を「処分が行われた」に改め、同項各号中「欧州共同体又はシンガポール共

和国」を「外国」に改め、同項に次の一号を加える。 

 三 外国の適合性評価機関の指定の効力の停止又はその停止の解除 

 第三十条第二項を削る。 

 第三十一条及び第三十二条を次のように改める。 

第三十一条 登録外国適合性評価機関（電気通信事業法第五十二条第一項の総務省令で定

める技術基準に適合している旨の認定を行う者として同法第八十六条第一項の総務省令

で定める事業の区分と同一の区分ごとに登録を受けている者に限る。以下この条におい

て同じ。）が端末機器（同法第五十三条第一項に規定する端末機器をいい、当該登録を

受けている区分に係るものに限る。次項において同じ。）について技術基準適合認定

（同条第一項に規定する技術基準適合認定をいう。以下この項において同じ。）を行っ

た場合には、当該技術基準適合認定を登録認定機関（同条第一項に規定する登録認定機

関をいう。以下この条において同じ。）がした技術基準適合認定と、当該登録外国適合

性評価機関による技術基準適合認定を受けた者を登録認定機関による技術基準適合認定

を受けた者とそれぞれみなして、同法第五十三条第二項、第五十四条、第五十五条第一

項、第六十二条第一項、第百六十六条第二項並びに第百六十七条第一項、第二項及び第



五項の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）を適用する。この場合において、同法

第五十三条第二項中「登録認定機関」とあるのは「特定機器に係る適合性評価手続の結

果の外国との相互承認の実施に関する法律（平成十三年法律第百十一号）第三十一条第

一項前段に規定する登録外国適合性評価機関」と、「付さなければならない」とあるの

は「付すことができる」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

２ 登録外国適合性評価機関が端末機器の設計（当該設計に合致することの確認の方法を

含む。）について設計認証（電気通信事業法第五十六条第一項に規定する設計認証をい

う。以下この項において同じ。）を行った場合には、当該設計認証を登録認定機関がし

た設計認証と、当該登録外国適合性評価機関による設計認証を受けた者を登録認定機関

による設計認証を受けた者とそれぞれみなして、同法第五十七条から第五十九条まで、

第六十条第一項、第六十一条、第六十二条第二項及び第三項、第百六十六条第三項並び

に第百六十七条第四項及び第六項の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）を適用す

る。この場合において、同法第六十条第一項第五号中「登録認定機関」とあるのは、

「特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律（平成

十三年法律第百十一号）第三十一条第一項前段に規定する登録外国適合性評価機関」と

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第三十二条 前条の規定の適用がある場合における電気通信事業法第五十三条第三項、第

五十五条第二項、第六十条第二項、第六十二条第四項、第六十九条第一項、第百六十六

条第七項及び第八項、第百六十七条第三項、第百六十八条並びに第百七十一条の規定

（同法第五十三条第三項の規定に係る罰則を含む。）の適用については、同法第五十三

条第三項中「第百四条第四項において準用する場合」とあるのは「第百四条第四項にお

いて準用する場合及び特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施

に関する法律（平成十三年法律第百十一号。以下「相互承認実施法」という。）第三十

一条第一項の規定により読み替えて適用される場合」と、「第百四条第七項において準

用する場合」とあるのは「第百四条第七項において準用する場合及び相互承認実施法第

三十一条第二項の規定により適用される場合」と、同法第六十九条第一項中「第百四条

第四項において準用する場合」とあるのは「第百四条第四項において準用する場合及び

相互承認実施法第三十一条第一項の規定により読み替えて適用される場合」と、「第百

四条第七項において準用する場合」とあるのは「第百四条第七項において準用する場合

及び相互承認実施法第三十一条第二項の規定により適用される場合」とするほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

 第三十三条及び第三十四条を次のように改める。 

第三十三条 登録外国適合性評価機関（電波法第三章に定める技術基準に適合している旨

の証明を行う者として同法第三十八条の二第一項に掲げる事業の区分と同一の区分ごと

に登録を受けている者に限る。以下この条において同じ。）が特定無線設備（同項に規

定する特定無線設備をいい、当該登録を受けている区分に係るものに限る。次項におい



て同じ。）について技術基準適合証明（同法第三十八条の二第一項に規定する技術基準

適合証明をいう。以下この項において同じ。）を行った場合には、当該技術基準適合証

明を登録証明機関（同法第三十八条の五第一項に規定する登録証明機関をいう。以下こ

の条において同じ。）がした技術基準適合証明と、当該登録外国適合性評価機関による

技術基準適合証明を受けた者を登録証明機関による技術基準適合証明を受けた者とそれ

ぞれみなして、同法第三十八条の七第一項、第三十八条の二十第一項、第三十八条の二

十一第一項及び第二項、第三十八条の二十二第一項、第三十八条の二十三第一項並びに

第三十八条の三十第一項の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）を適用する。この

場合において、同法第三十八条の七第一項中「登録証明機関」とあるのは「特定機器に

係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律（平成十三年法律第

百十一号）第三十三条第一項前段に規定する登録外国適合性評価機関」と、「付さなけ

ればならない」とあるのは「付すことができる」とするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

２ 登録外国適合性評価機関が特定無線設備の工事設計（当該工事設計に合致することの

確認の方法を含む。）について工事設計認証（電波法第三十八条の二十四第一項に規定

する工事設計認証をいう。以下この項において同じ。）を行った場合には、当該工事設

計認証を登録証明機関がした工事設計認証と、当該登録外国適合性評価機関による工事

設計認証を受けた者を登録証明機関による工事設計認証を受けた者とそれぞれみなして、

同法第三十八条の二十五から第三十八条の二十七まで、第三十八条の二十八第一項、第

三十八条の二十九並びに第三十八条の三十第二項及び第三項の規定（これらの規定に係

る罰則を含む。）を適用する。この場合において、同法第三十八条の二十八第一項第五

号中「登録証明機関」とあるのは、「特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との

相互承認の実施に関する法律（平成十三年法律第百十一号）第三十三条第一項前段に規

定する登録外国適合性評価機関」とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第三十四条 前条の規定の適用がある場合における電波法第四条（第二号及び第三号に係

る部分に限る。）、第十三条第二項、第十五条、第二十七条の二、第二十七条の十八第

一項、第三十八条の七第二項及び第三項、第三十八条の二十第二項、第三十八条の二十

一第三項、第三十八条の二十二第二項、第三十八条の二十三第二項、第三十八条の二十

八第二項、第三十八条の三十第四項、第七章、第九十九条の二並びに第百三条の二第十

一項及び第十七項から第二十五項までの規定（これらの規定に係る罰則を含む。）の適

用については、同法第四条第二号中「第三十八条の三十一第四項において準用する場

合」とあるのは「第三十八条の三十一第四項において準用する場合及び特定機器に係る

適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律（平成十三年法律第百十

一号。以下「相互承認実施法」という。）第三十三条第一項の規定により読み替えて適

用される場合」と、「第三十八条の三十一第六項において準用する場合」とあるのは

「第三十八条の三十一第六項において準用する場合及び相互承認実施法第三十三条第二



項の規定により適用される場合」と、同法第三十八条の七第二項及び第三項中「第三十

八条の三十一第四項において準用する場合」とあるのは「第三十八条の三十一第四項に

おいて準用する場合及び相互承認実施法第三十三条第一項の規定により読み替えて適用

される場合」と、「第三十八条の三十一第六項において準用する場合」とあるのは「第

三十八条の三十一第六項において準用する場合及び相互承認実施法第三十三条第二項の

規定により適用される場合」と、同法第百三条の二第十一項中「第三十八条の二十六

（外国取扱業者に適用される場合を除く。）」とあるのは「第三十八条の二十六（外国

取扱業者に適用される場合を除く。）、相互承認実施法第三十三条第二項の規定により

適用される第三十八条の二十六（外国取扱業者に適用される場合を除く。）」とするほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 第三十五条中「に係る特定電気用品（」の下に「同法第二条第二項に規定する特定電気

用品をいい、」を、「除く。」の下に「以下この条において同じ。」を加える。 

 第三十八条中「日欧協定第七条２若しくは第九条１(c)」を「相互承認協定」に、「日

欧合同委員会がこれらの規定に規定する合同検証を行うことを決定し、又は日シ協定第五

十一条２若しくは第五十三条１(c)の規定により日シ合同委員会がこれらの規定に規定す

る合同検証を行うことを決定した」を「合同委員会（相互承認協定に規定する合同委員会

をいう。以下この条において同じ。）が合同検証（相互承認協定に規定する合同検証をい

う。）を行うことを決定した」に、「日欧合同委員会の指定する欧州共同体の職員又は日

シ合同委員会の指定するシンガポール共和国」を「相互承認協定の規定により合同委員会

が指定する外国」に改める。 

 第四十三条中「主務大臣」の下に「（次条第一項の規定により総務大臣が主務大臣とな

る場合に限る。）」を加え、「（第一号及び第六号に係るものに限る。）」を削る。 

 第四十四条第一項中「次のとおり」を「政令で定めるところにより、総務大臣又は経済

産業大臣」に改め、各号を削り、同条第二項第一号中「第四章第二節又は第三節」を「前

章第二節又は第三節」に、「欧州共同体又はシンガポール共和国」を「外国」に改め、同

項第二号中「第四章第四節」を「前章第四節」に、「欧州共同体又はシンガポール共和

国」を「外国」に改め、同条第三項中「第一項に定める」を「第一項に規定する政令で定

める」に改める。 

 第四十七条中「次の各号のいずれかに該当する者」を「第十二条第二項の規定に違反し

た者」に改め、各号を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律の施行の際現に存する端末機器（電気通信事業法（昭和五十九年法律第



八十六号）第五十三条第一項に規定する端末機器をいう。以下この条において同じ。）

であって、この法律による改正前の特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガ

ポール共和国との相互承認の実施に関する法律（以下「旧法」という。）第三十一条第

一項第一号に掲げるもの（旧法第三十二条第一項の規定により表示が付されていないも

のとみなされたものを除く。）は、電気通信事業法第五十三条第二項の規定により表示

が付されている端末機器とみなす。この場合において、同法第五十四条（同法第六十二

条第一項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の規定は、適用しない。 

２ この法律の施行の際現に存する端末機器であって、旧法第三十一条第一項第一号に規

定する認定がされ、かつ、同号の表示が付されていないものに係る当該認定は、この法

律による改正後の特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関

する法律（以下「新法」という。）第三十一条第一項の登録外国適合性評価機関がした

技術基準適合認定とみなす。 

３ この法律の施行前に旧法第三十一条第一項第一号に規定する認定を受けた者は、新法

第三十一条第一項の登録外国適合性評価機関による技術基準適合認定を受けた者とみな

す。 

４ この法律の施行の際現に存する端末機器であって、旧法第三十一条第一項第二号に掲

げる端末機器（旧法第三十二条第一項の規定により表示が付されていないものとみなさ

れたものを除く。）は、電気通信事業法第五十八条の規定により表示が付されている端

末機器とみなす。この場合において、同法第六十二条第二項の規定により読み替えて適

用される同法第六十一条において準用する同法第五十四条の規定は、適用しない。 

５ この法律の施行前にされた旧法第三十一条第一項第二号に規定する認証は、新法第三

十一条第二項の登録外国適合性評価機関がした設計認証とみなす。 

６ この法律の施行前に旧法第三十一条第一項第二号に規定する認証を受けた者は、新法

第三十一条第二項の登録外国適合性評価機関による設計認証を受けた者とみなす。 

第三条 この法律の施行の際現に存する特定無線設備（電波法（昭和二十五年法律第百三

十一号）第三十八条の二第一項に規定する特定無線設備をいう。以下この条において同

じ。）であって、旧法第三十三条第一項第一号に掲げるもの（旧法第三十四条第一項の

規定により表示が付されていないものとみなされたものを除く。）は、電波法第三十八

条の七第一項の規定により表示が付されている特定無線設備とみなす。この場合におい

て、同法第三十八条の二十二第一項（同法第三十八条の三十第一項の規定により読み替

えて適用される場合を含む。）の規定は、適用しない。 

２ この法律の施行の際現に存する特定無線設備であって、旧法第三十三条第一項第一号

に規定する証明がされ、かつ、同号の表示が付されていないものに係る当該証明は、新

法第三十三条第一項の登録外国適合性評価機関がした技術基準適合証明とみなす。 

３ この法律の施行前に旧法第三十三条第一項第一号に規定する証明を受けた者は、新法

第三十三条第一項の登録外国適合性評価機関による技術基準適合証明を受けた者とみな



す。 

４ この法律の施行の際現に存する特定無線設備であって、旧法第三十三条第一項第二号

に掲げる特定無線設備（旧法第三十四条第一項の規定により表示が付されていないもの

とみなされたものを除く。）は、電波法第三十八条の二十六の規定により表示が付され

ている特定無線設備とみなす。この場合において、同法第三十八条の三十第二項の規定

により読み替えて適用される同法第三十八条の二十九において準用する同法第三十八条

の二十二第一項の規定は、適用しない。 

５ この法律の施行前にされた旧法第三十三条第一項第二号に規定する認証は、新法第三

十三条第二項の登録外国適合性評価機関がした工事設計認証とみなす。 

６ この法律の施行前に旧法第三十三条第一項第二号に規定する認証を受けた者は、新法

第三十三条第二項の登録外国適合性評価機関による工事設計認証を受けた者とみなす。 

 （旧法による処分及び手続） 

第四条 前二条に規定するものを除くほか、この法律の施行前に旧法の規定によってした

処分、手続その他の行為は、新法中にこれに相当する規定があるときは、新法の規定に

よってしたものとみなす。 

 （罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 （政令への委任） 

第六条 附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。 

 （登録免許税法等の一部改正） 

第七条 次に掲げる法律の規定中「特定機器に係る適合性評価の欧州共同体及びシンガポ

ール共和国との相互承認の実施に関する法律」を「特定機器に係る適合性評価手続の結

果の外国との相互承認の実施に関する法律」に改める。 

 一 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）別表第一第百十七号 

 二 独立行政法人製品評価技術基盤機構法（平成十一年法律第二百四号）第十一条第二

項第九号 



     理 由 

 適合性評価手続の結果の相互承認に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定をはじ

めとする相互承認協定の適確かつ円滑な実施を確保するため、特定輸出機器に関して適合

性評価手続を実施する国外適合性評価事業の認定等を適正かつ確実に行うための制度を整

備する必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


